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(57)【要約】
【課題】端面がほつれず、また、端面の加工が可能な布
帛を提供すること。
【解決手段】連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維から
なる布帛であって、布帛の端面の少なくとも一辺におい
て連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛であって、布帛の端面の少なくとも
一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛。
【請求項２】
　前記端面に切断面を有する、請求項１に記載の布帛。
【請求項３】
　前記連続強化繊維がガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維、超高強力ポリエチレン繊維
、ポリベンザゾール系繊維、液晶ポリエステル繊維、ポリケトン繊維、金属繊維、及びセ
ラミック繊維からなる群から選ばれる少なくとも１種である、請求項１又は２に記載の布
帛。
【請求項４】
　前記連続熱可塑性樹脂繊維がポリオレフィン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル
系樹脂、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルスルフォン、
ポリフェニレンサルファイド、熱可塑性ポリエーテルイミド、及び熱可塑性フッ素系樹脂
からなる群から選ばれる少なくとも１種の熱可塑性樹脂を溶融紡糸して得られた連続繊維
である、請求項１～３のいずれか１項に記載の布帛。
【請求項５】
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛であって、布帛の端面の少なくとも
一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛を製造する方法であっ
て、
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛の一部を、連続強化繊維が熱可塑性
樹脂に含浸するまで熱溶融する工程、
　含浸された部分を切断する工程、を含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は布帛に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種機械や自動車等の構造部品や圧力容器及び管状の構造物等に使用される複合材料成
型体の強化材としてプリフォームが用いられている。
　複合材料成型体の中間材料の一つであるプリフォームとして、連続強化繊維と連続熱可
塑性樹脂繊維が混繊された複合糸条を用いた布帛が挙げられる。複合糸条を、単独又は他
の繊維とともに編織して編物や織物にしたり、ランダムに積層し、ウェッブ作成後、エン
ボスロールを用いた熱融着やニードルパンチを用いた交絡によって一体化された不織布に
したりすることで得られる布帛を、中間材料として用いる。得られた布帛状のプリフォー
ムに圧縮加熱や内圧加熱を施して、布帛に含まれる複合糸条中の熱可塑性樹脂繊維を溶融
させ、成形することによって複合材料成型体が得られる。また、得られたプリフォームに
熱硬化性樹脂を含浸した後、加圧加熱することによって複合材料成型体を得ることもでき
る。
　従来、複合材料の加工には、レーザーを用いた技術が知られている（特許文献１及び２
を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－５６５８３号公報
【特許文献２】国際公開第２０１０／１１９９９５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　本発明が解決しようとする課題は、端面がほつれず、また、端面の加工が可能な布帛を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは鋭意検討した結果、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛を
溶融固化させて、連続強化繊維を熱可塑性樹脂に含浸させることによって、端面がほつれ
ず、また、端面の加工が可能な布帛が得られることを見出し、本発明を完成した。
【０００６】
　すなわち、本発明は、以下の通りである。
〔１〕
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛であって、布帛の端面の少なくとも
一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛。
〔２〕
　前記端面に切断面を有する、〔１〕に記載の布帛。
〔３〕
　前記連続強化繊維がガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維、超高強力ポリエチレン繊維
、ポリベンザゾール系繊維、液晶ポリエステル繊維、ポリケトン繊維、金属繊維、及びセ
ラミック繊維からなる群から選ばれる少なくとも１種である、〔１〕又は〔２〕に記載の
布帛。
〔４〕
　前記連続熱可塑性樹脂繊維がポリオレフィン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル
系樹脂、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルスルフォン、
ポリフェニレンサルファイド、熱可塑性ポリエーテルイミド、及び熱可塑性フッ素系樹脂
からなる群から選ばれる少なくとも１種の熱可塑性樹脂を溶融紡糸して得られた連続繊維
である、〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の布帛。
〔５〕
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛であって、布帛の端面の少なくとも
一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛を製造する方法であっ
て、
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛の一部を、連続強化繊維が熱可塑性
樹脂に含浸するまで熱溶融する工程、
　含浸された部分を切断する工程、を含む、方法。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、端面がほつれず、また、端面の加工が可能な布帛を提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本実施形態の布帛の模式図を示す。
【図２】本実施形態の布帛の一例を示す。矢印で示した箇所が、連続強化繊維が熱可塑性
樹脂に含浸されている端面を示す。
【図３】本実施形態における、切断面を有する布帛の一例を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明を実施するための形態（以下、「本実施形態」という。）について詳細に
説明する。本発明は、以下の実施形態にのみ限定されるものではなく、その要旨の範囲内
で種々変形して実施できる。
【００１０】
　本実施形態の布帛は、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛であって、布
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帛の端面の少なくとも一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている。
　本実施形態の布帛は、端面の少なくとも一辺において、布帛が溶融固化され、連続強化
繊維が連続熱可塑性樹脂繊維を構成する熱可塑性樹脂に含浸されていることにより、端面
がほつれず、また、端面の加工が可能である。
　本実施形態において、目視により、連続強化繊維を確認することでも、連続熱可塑性樹
脂繊維が溶融し、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されているか確認することができる
。好ましくは、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されているかは、エネルギー分散型Ｘ
線分析（ＥＤＸ）を用いて確認する。
　端面において連続強化繊維を含浸している熱可塑性樹脂の結晶化度は、好ましくは１～
８０％、より好ましくは５～６０％である。
　本実施形態の布帛は、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている端面と、連続強化
繊維が熱可塑性樹脂に含浸されていない布帛部分、すなわち、連続強化繊維と連続熱可塑
性樹脂繊維からなる布帛部分と、を有する。
　本実施形態の布帛においては、端面ではない部分において、連続強化繊維が熱可塑性樹
脂に含浸されていてもよい。
　また、本実施形態の布帛は、切断したい部分を溶融固化した布帛であってもよく、溶融
固化した部分を切断したことにより、切断面を端面として有する、すなわち、切断面が端
面である布帛であってもよい。
【００１１】
　本実施形態において、布帛の端面とは、一定形状の布帛において、布帛の端から所定の
面積を有する部分を意味し、特に限定されるものではない。
　端面の連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている幅は、好ましくは５～５０ｍｍ、
より好ましくは５～３０ｍｍ、さらに好ましくは５～１０ｍｍである。
　図１においては、模式的に長方形形状の布帛において、端面は、四辺示されており、一
辺において、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛を示している。
　図２においては、端面は、二辺示されており、二辺ともにおいて、連続強化繊維が熱可
塑性樹脂に含浸されている布帛を示している。
　切断に用いる道具に応じて、端面の幅等は適宜設定することができる。
　切断には、特に限定されるものではないが、鋏、カッター等を用いることができる。
【００１２】
　布帛の溶融固化においては、連続熱可塑性樹脂繊維を溶融することができれば特に限定
されず、公知の装置を用いて溶融することができる。
　溶融後、冷却固化させることにより、布帛の端面の少なくとも一辺において、連続熱可
塑性樹脂繊維が溶融固化され、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛を得る
ことができる。
　連続熱可塑性樹脂繊維は、溶融する前においては、連続繊維として、連続強化繊維と布
帛を構成する。布帛を溶融固化することにより、連続熱可塑性樹脂繊維の連続繊維は溶融
し、熱可塑性樹脂として固化し、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されることとなる。
【００１３】
　本実施形態においては、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されていることにより、鋏
、カッター等で切断することができると共に、切断面においてほつれ等がない。
　本実施形態の布帛は、切断面を有していてもよい。
　本実施形態において、切断面とは、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている部分
において、鋏、カッター等を用いて、布帛を切断することにより得られる部分を意味する
。
　布帛が、切断面を有する場合、例えば、切断面における連続強化繊維の断面が切断面に
対して揃った断面になっていることを確認することにより、布帛が切断面を有することを
確認することができる。
【００１４】
　本実施形態において、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている部分は、端面の少



(5) JP 2017-14653 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

なくとも一辺に限られず、布帛を所望の形状に切断することができるように適宜設けるこ
とができる。
　布帛が、多角形状である場合には、端面の少なくとも一辺は、各辺に相当する。各辺の
一部又は全部において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されていれば、端面の少なくと
も一辺が連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛であるといえる。
　布帛が、一部縁辺として曲線で縁どられているような形状である場合、例えば、円形状
等である場合には、端面の一部又は全部において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸され
ていれば、端面の少なくとも一辺が連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛で
あるといえる。
　布帛は、織物や編物として布帛化された際の形状を有しており、そのまま、端面の少な
くとも一辺が連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛としてもよいし、連続強
化繊維を熱可塑性樹脂に含浸させる前に、所望の形状に調整してから、端面の少なくとも
一辺が連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛としてもよい。
【００１５】
　本実施形態の布帛においては、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている部分と熱
履歴を受けていない部分とを有するため、従来のプリフォームとして、成型前にプレヒー
トにより軟化させる樹脂含浸板とは異なり、所望の成形品形状に布帛を成形金型等にセッ
トすることができるため、成形品の形状自由度に優れるという利点をも有する。
【００１６】
　本実施形態の布帛は、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維により構成されている。
　本実施形態においては、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維が連続して均一に混じり
合うことが可能であり、連続強化繊維を熱可塑性樹脂に均一に含浸させることが可能であ
ることより、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維の複合糸条を含むことが好ましい。
　また、布帛に、複合糸条を用いることにより、布帛化する編織等の工程における取扱い
性に優れ、得られた布帛は短時間成形でも、十分な力学特性を発揮する複合材料成型体と
なすことが可能である。
【００１７】
　〔連続強化繊維〕
　本実施形態に用いる連続強化繊維は、通常の繊維強化複合材料として使用されるものを
用いることができ、例えば、ガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維、超高強力ポリエチレ
ン繊維、ポリベンザゾール系繊維、液晶ポリエステル繊維、ポリケトン繊維、金属繊維、
セラミック繊維からなる群から選ばれる少なくとも１種が挙げられる。機械的物性、熱的
物性、汎用性の観点から、ガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維が好ましく、価格の観点
からガラス繊維がより好ましい。
　連続強化繊維は、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている布帛の溶融固化された
端面において均一に存在しており、連続熱可塑性樹脂繊維が溶融固化して熱可塑性樹脂と
して連続強化繊維を含浸していることにより、簡便に布帛を切断することができる。
【００１８】
　連続強化繊維の単糸数は、混繊工程における開繊性、及び取扱い性の観点から３０～１
５，０００本であることが好ましい。
【００１９】
　〔連続熱可塑性樹脂繊維〕
　本実施形態に用いられる連続熱可塑性樹脂繊維は通常、複合材料成型体用混繊糸に用い
るものを使用することができ、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィ
ン系樹脂；ポリアミド６、ポリアミド６６、ポリアミド４６等のポリアミド系樹脂；ポリ
エチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレー
ト等のポリエステル系樹脂；ポリオキシメチレン等のポリアセタール系樹脂；ポリカーボ
ネート系樹脂；ポリエーテルケトン；ポリエーテルエーテルケトン；ポリエーテルスルフ
ォン；ポリフェニレンサルファイド；熱可塑性ポリエーテルイミド；テトラフルオロエチ
レン－エチレン共重合体等の熱可塑性フッ素系樹脂、及びこれらを変性させた変性熱可塑



(6) JP 2017-14653 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

性樹脂から選ばれた少なくとも１種の熱可塑性樹脂を溶融紡糸して得られた連続繊維であ
ることが好ましい。これらの熱可塑性樹脂の中でも、ポリオレフィン系樹脂、ポリアミド
系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリ
エーテルスルフォン、ポリフェニレンサルファイド、熱可塑性ポリエーテルイミド、及び
熱可塑性フッ素系樹脂が好ましく、ポリオレフィン系樹脂、変性ポリオレフィン系樹脂、
ポリアミド系樹脂及びポリエステル系樹脂が、機械的物性、汎用性の観点からより好まし
く、熱的物性の観点を加えるとポリアミド系樹脂及びポリエステル系樹脂がさらに好まし
い。また、繰り返し荷重負荷に対する耐久性の観点からポリアミド系樹脂がよりさらに好
ましく、ポリアミド６６を好適に用いることができる。
【００２０】
　＜ポリエステル系樹脂＞
　ポリエステル系樹脂とは、主鎖に－ＣＯ－Ｏ－（エステル）結合を有する高分子化合物
を意味する。例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリ
テトラメチレンテレフタレート、ポリ－１，４－シクロヘキシレンジメチレンテレフタレ
ート、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート等が挙げられるが、これら
に限定されるものではない。ポリエステル系樹脂としては、ホモポリエステルであっても
よく、また、共重合ポリエステルであってもよい。共重合ポリエステルの場合、ホモポリ
エステルに適宜第３成分を共重合させたものが好ましく、第３成分としては、例えば、ジ
エチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリアルキレングリコール等のジオール
成分、アジピン酸、セバシン酸、フタル酸、イソフタル酸、５－ナトリウムスルホイソフ
タル酸等のジカルボン酸成分等が挙げられる。また、バイオマス資源由来の原料を用いた
ポリエステル系樹脂を用いることもでき、例えば、ポリ乳酸、ポリブチレンスクシネート
、ポリブチレンスクシネートアジペート等の脂肪族ポリエステル系樹脂、ポリブチレンア
ジペートテレフタレート等の芳香族ポリエステル系樹脂等が挙げられる。
【００２１】
　＜ポリアミド系樹脂＞
　ポリアミド系樹脂とは、主鎖に－ＣＯ－ＮＨ－（アミド）結合を有する高分子化合物を
意味する。例えば、ラクタムの開環重合で得られるポリアミド、ω－アミノカルボン酸の
自己縮合で得られるポリアミド、ジアミン及びジカルボン酸を縮合することで得られるポ
リアミド、並びにこれらの共重合物が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
ポリアミドとしては、１種を単独で用いてもよく、２種以上の混合物として用いてもよい
。
【００２２】
　ラクタムとしては、特に制限されないが、例えば、ピロリドン、カプロラクタム、ウン
デカンラクタムやドデカラクタムが挙げられる。
　ω－アミノカルボン酸としては、例えば、ラクタムの水による開環化合物であるω－ア
ミノ脂肪酸が挙げられる。ラクタム又はω－アミノカルボン酸はそれぞれ２種以上の単量
体を併用して縮合させてもよい。
【００２３】
　ジアミン（単量体）としては、例えば、ヘキサメチレンジアミンやペンタメチレンジア
ミン等の直鎖状の脂肪族ジアミン；２－メチルペンタンジアミンや２－エチルヘキサメチ
レンジアミン等の分岐型の脂肪族ジアミン；ｐ－フェニレンジアミンやｍ－フェニレンジ
アミン等の芳香族ジアミン；シクロヘキサンジアミン、シクロペンタンジアミンやシクロ
オクタンジアミン等の脂環式ジアミンが挙げられる。
【００２４】
　ジカルボン酸（単量体）としては、例えば、アジピン酸、ピメリン酸やセバシン酸等の
脂肪族ジカルボン酸；フタル酸やイソフタル酸等の芳香族ジカルボン酸；シクロヘキサン
ジカルボン酸等の脂環式ジカルボン酸が挙げられる。
　単量体としてのジアミン及びジカルボン酸はそれぞれ１種単独又は２種以上の併用によ
り縮合させてもよい。
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【００２５】
　ポリアミドとしては、例えば、ポリアミド４（ポリα－ピロリドン）、ポリアミド６（
ポリカプロアミド）、ポリアミド１１（ポリウンデカンアミド）、ポリアミド１２（ポリ
ドデカンアミド）、ポリアミド４６（ポリテトラメチレンアジパミド）、ポリアミド６６
（ポリヘキサメチレンアジパミド）、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド
６Ｔ（ポリヘキサメチレンテレフタルアミド）、ポリアミド９Ｔ（ポリノナンメチレンテ
レフタルアミド）、及びポリアミド６Ｉ（ポリヘキサメチレンイソフタルアミド）、並び
にこれらを構成成分として含む共重合ポリアミドが挙げられる。
【００２６】
　共重合ポリアミドとしては、例えば、ヘキサメチレンアジパミド及びヘキサメチレンテ
レフタルアミドの共重合物、ヘキサメチレンアジパミド及びヘキサメチレンイソフタルア
ミドの共重合物、並びにヘキサメチレンテレフタルアミド及び２－メチルペンタンジアミ
ンテレフタルアミドの共重合物が挙げられる。
【００２７】
　連続熱可塑性樹脂繊維の単糸数は、混繊工程における開繊性、及び取扱い性の観点から
３０～２０，０００本であることが好ましい。
【００２８】
　本実施形態において、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維の総繊度は、両繊維の開繊
性、均一混合性の観点、及び布帛を得る際の取扱い性の観点から、好ましくは１００～２
０，０００ｄｔｅｘ、より好ましくは２００～１０，０００ｄｔｅｘ、さらに好ましくは
３００～５，０００ｄｔｅｘ、よりさらに好ましくは３００～３，０００ｄｔｅｘである
。
【００２９】
　連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維のそれぞれの含有率（連続強化繊維／連続熱可塑
性樹脂繊維）は、好ましくは３０～８５質量％／７０～１５質量％、より好ましくは４０
～７０質量％／６０～３０質量％である。
　複合糸条に占める連続強化繊維の含有率が３０質量％以上であれば、複合材料成型体の
機械的強度が高く、充分な補強効果が発揮する。連続強化繊維の含有率が８５質量％以下
であれば、マトリックスが十分なので、複合材料成型体に空隙部が生じることを防止でき
る。
【００３０】
　布帛の形態としては、公知のものを用いることができ、特に限定されないが、例えば、
編物や織物が例示される。布帛中の連続強化繊維の直線性を高くでき、布帛の見掛け密度
を高くできることによって、優れた機械的特性の複合材料成型体が短時間成形で得られ易
いため、経糸と緯糸から構成される織物が好ましい。
【００３１】
　織物は経糸と緯糸から構成される。経糸を構成する繊維の５０質量％以上に複合糸条を
用いることが好ましい。複合糸条は好ましくは７０質量％以上、より好ましくは９０質量
％以上、さらに好ましくは１００質量％用いられる。強度、剛性等の機械的特性を高い水
準で満足させる観点から、経糸を構成する繊維の５０質量％以上が複合糸条であることが
好ましい。
【００３２】
　織物に用いられる経糸の種類としては、例えば、（イ）連続強化繊維と連続熱可塑性樹
脂繊維の複合糸条のみからなるストランド、（ロ）連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維
の複合糸条と複合糸条以外の繊維とを交撚又は引き揃えしたストランド、（ハ）連続強化
繊維と連続熱可塑性樹脂繊維の複合糸条以外の繊維からなるストランド、等が挙げられる
。ストランドとは、複合糸条の束を無撚あるいは１００回／ｍ以下の軽い撚りをかけた糸
条であり、繊維の直線性を高くする観点からストランドを用いることが好ましく、より好
ましくは撚り回数が５０回／ｍ以下、特に好ましくは３０回／ｍ以下のストランドを用い
ることが望ましい。
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【００３３】
　（ロ）の場合には、１本のストランド中に連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維の複合
糸条が５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上含まれていることが望ましい。経
糸は（イ）、（ロ）から選ばれた少なくとも一種、又は（イ）、（ロ）から選ばれた一種
と（ハ）から選ばれた少なくとも一種から構成されていてもよい。いずれの場合も、複合
糸条は、織物における全経糸中に５０質量％以上、好ましくは７０質量％以上、より好ま
しくは９０質量％以上、さらに好ましくは１００質量％用いられる。複合糸条以外の繊維
としては、全経糸中の割合が５０質量％未満であれば特に制限はなく、用途及び目的に応
じ、公知の繊維を用いることができ、例えば、後述する連続熱可塑性樹脂繊維が挙げられ
る。特に複合糸条に用いられる連続熱可塑性樹脂繊維と同種の繊維が成形時に熱可塑性樹
脂の劣化を抑制でき、好ましい。
【００３４】
　織物の組織は特に限定されず、公知の組織を用いることができるが、織物中での経糸、
緯糸の直線性及び製織効率の観点から、また、経緯糸方向の同等性が高いことから、平織
物及び変化平織物が好ましい。
　平織物とは、経糸と緯糸が１本ずつ交互に交錯する組織であり、表裏がなく経緯糸方向
の同等性が高い組織である。変化平織物としては、平織物の交錯点の上下又は左右に交錯
点を添加して表面に畝を現した畦織物、２本以上の経糸が共通連動し、２本以上の緯糸が
同一杼口に入る斜子織物等が例示される。さらに、織物に厚みを増すために、上記の平織
物や斜文織物を複数枚重ねた構造となるように連結糸を経糸あるいは緯糸に用いた構造と
してもよく、作業効率を向上させるものである。
【００３５】
　平織物においては、経糸及び緯糸を構成するそれぞれの繊維において好ましくは５０質
量％以上、より好ましくは７０質量％以上、さらに好ましくは９０質量％以上、よりさら
に好ましくは１００質量％を複合糸条とすることにより、複合材料成型体の力学特性を経
緯糸方向ともに向上させることができる。また、経緯糸方向の力学特性を同等にする観点
から経糸密度／緯糸密度の比は、好ましくは０．５～２．０、より好ましくは０．７～１
．５である。
【００３６】
　〔複合糸条の製造方法〕
　本実施形態における複合糸条を製造するために、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維
とを混繊する方法は公知の方法を利用できる。例えば、静電気力や流体噴霧による圧力、
ローラー等に押し付ける圧力等による外力によって開繊した後、連続強化繊維と連続熱可
塑性樹脂繊維を開繊したままの状態で合糸・引き揃える開繊合糸法、流体交絡（インター
レース）法が挙げられる。連続強化繊維の損傷が抑制でき、開繊性に優れ、均一に混合可
能な流体交絡法が好ましく、流体交絡（インターレース）法としては、空気、窒素ガス及
び水蒸気等の流体による渦流乱流帯域を糸軸とほぼ平行に２個又はそれ以上作り、該帯域
に繊維を導いてループや捲縮を生じない程度の張力下で非嵩高性の糸条とする方法や、連
続強化繊維のみ開繊した後、又は連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維共に開繊した後に
流体交絡させる方法（開繊後流体交絡法）等が挙げられる。特に、連続熱可塑性樹脂繊維
に単独で熱加工を含む工程で仮撚加工を施した後、同一の装置で連続して、流体交絡法で
混繊することが好ましい。
【００３７】
　単独で熱加工を含む工程で加工した連続熱可塑性樹脂繊維を同一の装置で連続して、開
繊又は開繊せずに、開繊した又は開繊していない連続強化繊維と合糸・引き揃えて流体交
絡ノズルに供給することは、連続強化繊維のみに集中的に流体による渦流乱流が作用する
ことなく、連続強化繊維の損傷が抑制でき、好ましい。さらに、連続強化繊維単独又は上
記引き揃えた繊維を、好ましくは引き揃えた繊維を流体交絡ノズルの糸条導入穴面に実質
的に垂直に供給することは、連続強化繊維に屈曲による伸長力及び圧縮力が過剰に作用す
ることなく、連続強化繊維の損傷が抑制でき、好ましい。特に、脆性材料であるガラス繊
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維、炭素繊維、セラミック繊維を連続強化繊維として用いる場合に、引き揃えた繊維を流
体交絡ノズルの糸条導入穴面に実質的に垂直に供給することは損傷抑制効果が顕著で好ま
しい。また、圧縮力によって座屈破壊が生じ易いアラミド繊維を連続強化繊維として用い
る場合に、引き揃えた繊維を流体交絡ノズルの糸条導入穴面に実質的に垂直に供給するこ
とは座屈破壊を抑制でき、好ましい。ここで、流体交絡ノズルの糸条導入穴面に実質的に
垂直とは、目視によって糸道が垂直であると確認できる状態を意味する。
【００３８】
　本実施形態において、複合糸条は連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維が連続して均一
に混合され、連続強化繊維の間隙に連続熱可塑性樹脂繊維が連続して略均一に分散した状
態であることが好ましい。
【００３９】
　＜布帛化＞
　布帛を得る方法は特に限定されず、用途、目的に応じて選定した適切な布帛を作製する
公知の方法を用いることができる。例えば、織物は、シャトル織機、レピア織機、エアジ
ェット織機、ウォータージェット織機等の製織機を用い、少なくとも一部に複合糸条を含
んでいればよい。好ましくは、複合糸条を含む繊維を配列させた経糸に、緯糸を打ち込む
ことによって、得てもよい。編物は、丸編み機、横編み機、トリコット編み機、ラッシェ
ル編み機等の編み機を用い、少なくとも一部に複合糸条を含む繊維を編成することによっ
て得られる。
【００４０】
　本実施形態の布帛の製造方法としては、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる
布帛の一部を、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸するまで熱溶融する工程と、含浸され
た部分を切断する工程と、を含む、方法である。
　熱溶融する工程においては、熱可塑性樹脂の融点以上の温度で、所定の時間、熱履歴を
付すことにより、連続強化繊維を熱可塑性樹脂に含浸させる。
　連続熱可塑性樹脂繊維を熱溶融することで、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸するの
で、連続強化繊維を含浸する熱可塑性樹脂は、連続熱可塑性樹脂繊維を構成する熱可塑性
樹脂に由来する。
　熱溶融する布帛の一部としては、布帛の端面の少なくとも一辺であってもよく、切断し
ようとする部分に対して、切断部分に沿った所望の一定面積部分であってもよい。
　次いで、切断する工程においては、布帛を熱溶融し、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含
浸している部分を切断する。
　切断においては、鋏、カッター等で切断することができる。
　布帛を熱溶融し、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸している部分を切断することによ
り、切断面が発生し、切断された布帛は、端面の少なくとも一辺において連続強化繊維が
熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛となる。
　布帛の端面の少なくとも一辺を熱溶融した場合も、当該端面を切断することで、端面の
少なくとも一辺において連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸されている、布帛が得られる
。
　本実施形態の製造方法により、端面がほつれず、また、端面の加工が可能な布帛を製造
することができる。
　布帛の端面の少なくとも一辺を、連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸するまで熱溶融し
て本実施形態の布帛を製造してもよい。
　また、連続強化繊維と連続熱可塑性樹脂繊維からなる布帛の一部を、連続強化繊維が熱
可塑性樹脂に含浸するまで熱溶融し、含浸された部分を切断することにより、本実施形態
の布帛を製造してもよい。その場合、熱により連続強化繊維が熱可塑性樹脂に含浸された
部分の幅は、好ましくは１０～１００ｍｍ、より好ましくは１０～６０ｍｍ、さらに好ま
しくは１０～２０ｍｍである。
【実施例】
【００４１】
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　以下、本発明の実施例と比較例を挙げて具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例
のみに限定されるものではない。
【００４２】
　ガラス繊維（繊度６８５ｄｔｅｘ×単糸数４００本、日本電気硝子（株）製）)とポリ
アミド６６繊維（繊度４７０ｄｔｅｘ×単糸数１４４本、旭化成せんい（株）製レオナ（
登録商標））を引き揃えた後、流体交絡ノズルに実質的に垂直に供給し、下記条件で流体
交絡させて、複合糸条を得た。
　　・流体交絡ノズル　京セラ（株）製ＫＣ－ＡＪＩ－Ｌ（１．５ｍｍ径、推進型）
　　・空気圧　　　　　２．５ｋｇ／ｃｍ2

　　・加工速度　　　　１００ｍ／ｍｉｎまたは４０ｍ／ｍｉｎ
　該複合糸条を経糸、ポリアミド６６繊維（繊度４７０ｄｔｅｘ×単糸数１４４本、旭化
成せんい（株）製レオナ（登録商標））を緯糸として用い、経糸密度が１６本／２．５４
ｃｍ、緯糸密度が１８本／２．５４ｃｍ、幅１０００ｍｍの布帛を製織した。
　次いで、布帛を装置（型式Ｆｌ－３００－１０、富士インパルス株式会社製）に下記表
１に示す各条件にかけて、布帛の端面において、ガラス繊維をポリアミド６６繊維に溶融
含浸させた。含浸部分の幅は、約１０ｍｍであった。
　その後鋏で、該端面の切断の可否、切断面の繊維ほつれの有無を確認した。
　以下の基準に基づいて、切断の可否、切断面の評価を行った。
×：未溶融
△：若干溶融して繊維同士が微妙に接合しており鋏で切断可能だが切断面がほつれる
○：完全にポリアミド６６繊維が溶融固化し鋏で切断でき切断面のほつれなし
【００４３】
【表１】

【００４４】
　表中、括弧内は装置仕様より算出したポリアミド６６の融点（２６５℃）以上になった
時間を示す。また、目盛は、装置の設定条件のダイヤル目盛数値を示し、プッシュ回数は
、布帛にシーラーをプッシュする回数を示す。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明の布帛は、各種機械や自動車等の構造部品、圧力容器及び管状の構造物等、高レ
ベルでの機械的物性が要求される樹脂複合材料成型体の材料として用いることができる。



(11) JP 2017-14653 A 2017.1.19

【図１】
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【図３】



(12) JP 2017-14653 A 2017.1.19

10

フロントページの続き

(72)発明者  齋藤　大賀
            神奈川県川崎市川崎区夜光一丁目３番１号　旭化成ケミカルズ株式会社内
(72)発明者  家永　雅弘
            東京都千代田区神田神保町１丁目１０５番地　旭化成ケミカルズ株式会社内
(72)発明者  小原　和幸
            滋賀県守山市小島町５１５番地　旭化成せんい株式会社内
(72)発明者  奥野　登起男
            滋賀県守山市小島町５１５番地　旭化成せんい株式会社内
Ｆターム(参考) 3B154 AA06  AA13  AA14  AB20  AB21  BA49  BB12  BF01  BF04  DA18 
　　　　 　　  4L048 AA02  AA03  AA04  AA05  AA14  AA15  AA19  AA20  AA24  AA48 
　　　　 　　        AA51  AB07  AC09  AC12  BA02  CA01  CA04  DA41  EB00 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

